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議 案 第 ５ 号 

 

 

 

専 決 処 分 の 承 認 を 求 め る こ と に つ い て 

埼玉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例（平成１９年広域連合

条例第２４号）の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、その承認を求

める。 

 

 

 

平成２７年７月２７日提出 

 

 

 

埼玉県後期高齢者医療広域連合長 田 中 暄 二 

 

 

 

提 案 理 由 

平成２７年度の保険料に関し、保険料の被保険者均等割額の軽減の判定基準を変更

するため、平成２７年３月４日に高齢者の医療の確保に関する法律施行令の一部を改

正する政令（平成 27 年政令第 62 号）が公布されたことに伴い、緊急に埼玉県後期高

齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例を改正する必要が生じ、平成２７年３

月１７日に埼玉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部を改正

する条例を専決処分したので、地方自治法第１７９条第３項の規定により、この案を

提出する。 
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専 決 処 分 書 

 

次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第 1項の規

定により、専決処分する。 

 

 

埼玉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部を改

正する条例（別紙） 

 

 

 

 

平成２７年３月１７日 

 

 

 

埼玉県後期高齢者医療広域連合長 田 中 暄 二     印 
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埼玉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部を改 

正する条例 

 

埼玉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例（平成１９年広域連

合条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

第１４条第１項第２号中「２４万５千円」を「２６万円」に改め、同項第３号中

「４５万円」を「４７万円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の埼玉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する

条例の規定は、平成２７年度以後の年度分の保険料について適用し、平成２６年

度分までの保険料については、なお従前の例による。 
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議 案 第 ６ 号 

 

 

 

埼玉県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例の一部を改正する条例

の制定について 

 埼玉県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例（平成１９年広域連合条例第１６

号）の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

 

 

  平成２７年７月２７日提出 

 

 

 

埼玉県後期高齢者医療広域連合長 田 中 暄 二 

 

 

 

提 案 理 由 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の制定に

伴い、同法第３１条に基づき必要な規定を整備するため、埼玉県後期高齢者医療広域

連合個人情報保護条例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の

規定により、この案を提出する。 
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埼玉県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 

埼玉県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例（平成１９年広域連合条例第

１６号）の一部を次のように改正する。 

 第２条に次の２号を加える。 

 (７) 特定個人情報 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」という。）第２条第８

項に規定する特定個人情報 

 (８) 情報提供等記録 番号法第２３条第１項及び第２項に規定する記録に記録さ

れた特定個人情報 

 第１３条第１項中「保有個人情報」の次に「（特定個人情報を除く。以下次項及び

第２９条第１項において同じ。）」を加え、同条第４項中「保有個人情報」の次に

「（情報提供等記録を除く。以下第２６条第１項、第３７条第１項、第３８条第１項

及び第３９条において同じ。）」を加え、同項を同条第６項とし、同条第３項中「前

項」を「第２項及び第４項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第２項の次に次の

２項を加える。 

３ 実施機関は、特定個人情報について、利用目的以外の目的のために特定個人情報

を自ら利用してはならない。 

４ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、人の生命、身体又は財産の保護のために

必要がある場合であって、本人の同意があり、又は本人の同意を得ることが困難

であると認めるときは、利用目的以外の目的のために特定個人情報（情報提供等

記録を除く。以下この項において同じ。）を自ら利用することができる。ただし、

特定個人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用することによって、本人又

は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限

りでない。 

 第１７条第２項中「代理人（」の次に「特定個人情報にあっては、未成年者若しく

は成年被後見人の法定代理人又は本人の委任による代理人。」を、「場合」の次に

「（特定個人情報の開示請求をする場合を除く。）」を加える。 

 第３８条に次の１項を加える。 
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２ 実施機関は、訂正決定に基づく情報提供等記録の全部又は一部について訂正の実

施をした場合において、必要があると認めるときは、総務大臣及び番号法第１９

条第７号に規定する情報照会者又は情報提供者（当該訂正に係る同法第２３条第

１項及び第２項に規定する記録に記録された者であって、当該実施機関以外のも

のに限る。）に対し、遅滞なく、その旨を書面により通知するものとする。 

 第３９条第１項第１号中「第１３条第１項及び第２項」を「第１３条第１項から第

４項まで」に改め、「利用されているとき」の次に「、番号法第２０条の規定に違反

して収集され、若しくは保管されているとき、又は同法第２８条の規定に違反して作

成された特定個人情報ファイル（同法第２条第９項に規定する特定個人情報ファイル

をいう。）に記録されているとき」を加え、同項第２号中「提供されているとき」の

次に「、又は番号法第１９条の規定に違反して提供されているとき」を加える。 

   附 則 

 この条例は、平成２７年１０月５日から施行する。 
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議 案 第 ７ 号 

 

 

 

   埼玉県後期高齢者医療広域連合監査委員の選任について 

埼玉県後期高齢者医療広域連合監査委員に次の者を選任することについて同意を求

める。 

１ 住  所  埼玉県加須市町屋新田３２９番地１ 

２ 氏  名  福 島 正 夫  

３ 生年月日  昭和２５年１月９日生 

 

 

 

  平成２７年７月２７日提出 

 

 

 

埼玉県後期高齢者医療広域連合長 田 中 暄 二 

 

 

 

提 案 理 由 

 埼玉県後期高齢者医療広域連合監査委員に福島正夫氏を選任することについて同意

を得たいので、埼玉県後期高齢者医療広域連合規約第１６条第２項の規定により、こ

の案を提出する。 
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